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Destroy the Bureaucracy! 
The Administrative Reformation and the Military in Ne Win’s Burma
Nakanishi Yoshihiro*
This article examines the transformation of bureaucracy under the Ne Win regime 
(1962-1988) in Burma, in an attempt to demonstrate the process of the military 
intervention into the civilian bureaucracy.
The modern bureaucracy in Burma was constructed under the British Empire, and 
the Indian Civil Service (or Burma Civil Service) was the powerful cadre of the colonial 
bureaucracy.  The commanding position of the ICS or BCS did not change signifi cantly 
with the coming of independence in 1948, since the centralized colonial hierarchy and 
promotion system were retained.  However, General Ne Win tried to “destroy” the 
cadre and its network of civilian bureaucracy when the military took over the state 
in 1962.  He believed that the bureaucracy was a by-product of colonial rule and it 
must be destroyed to realize “the Burmese Way to Socialism.”  Ne Win transformed 
the civilian bureaucracy by the administrative reformation in the mid-1970s under the 
name of “Socialistic Democracy.”  Consequently the transfer of military offi cers to the 
bureaucracy  through “election” was institutionalized.  This enabled the military to 
intervene deeply in the civilian bureaucracy and contributed to the maintenance of Ne 
Win’s dictatorship.  This change of the relationship between the civilian bureaucracy 
and the military deffered greatly from the developmental states which appeared in 
(South) East Asia in the 1950s and the 1960s.
1．は　じ　め　に






























 1) 開発主義および開発体制に関する議論としては［末廣 1998］を参照．ビルマが開発体制かどうかを検討したも
のとして［高橋 2002］がある．
 2) それはマルクス・レーニン主義および共産党一党支配体制との違いを強調するものであった．その理念につい


















19 世紀の 3 度の英緬戦争を経てコンバウン朝が崩壊し，ビルマ全土がインド帝国に統合さ
れた．1862 年にはインド総督下にビルマ州総督（the chief of commissioner for British Burma）
が置かれ，下ビルマの港町ラングーンに総督府が設置された．近代国家としてのビルマ州政府
機構が整備されていく．総督府を中心に，地方行政単位は管区／県／郡／村落区に分類され，
それぞれに対応して管区長官（divisional commissioner）／県長官（deputy commissioner ある
いは district offi cer）／郡長官（sub-divisional offi cer あるいは township offi cer）／村長（village 
headman）が行政上の責任を負う体制が構築された．J. S. ファーニバルが植民地期ビルマ政治









軍・警察出身 47（人） 94.0（％） 13（人） 25.5（％） 72（人） 23.1（％）
陸軍 44 88.0 8 15.7 38 12.2
海軍 2 4.0 3 5.9 13 4.2
空軍 1 2.0 2 3.9 18 5.8
警察 0 0 0 0.0 3 1.0
公務員出身 3 6.0 29 56.9 60 19.2
実業家出身 0 0 6 11.8 124 39.7
その他一般人 0 0 3 5.9 56 17.9
合　計 50 100 51 100 312 100


















1920 年のモンダギュー・チェルムスフォード改革以降，ICS の「原住民化」が進み，1921 年
にはティン・トゥッがビルマ人初の ICS となり，1940 年代初頭までに計 43 人のビルマ人高
等文官が任命された（1937 年施行のビルマ統治法により，ビルマ高等文官（BCS）と名称が









存続した［Guyot 1966: 386］．1945 年のイギリス復帰後には，戦前の BCS（Class I）145 人の
うち 93 人が継続して職務についた．議会制民主主義体制下で文民政治家の介入が予想された
ため，猟官的な公務員の採用を防止すべく，1947 年憲法第 221 条に公正な公務員選抜のため
の連邦公務委員会（Union Public Services Commission）設置が提唱されるなど，植民地期に形













ン郡長官補佐を務め，1959 年にヤンゴン市庁で管理官の職に 10 ヵ月間就いたのち，内務省
で事務次官補に任命された．1964 年にはマグエ管区パコック県庁で県副長官，1965 年には
ミャイン県長官に任命された．その後，1968 年にカヤー州評議会副事務次官を経て，1972 年













て次第に官僚の重要性を認識していったこともあり［Furnivall 1960: 68］，1950 年代の官僚
機構とそれを支える高級官僚は，議会制民主主義という新たな環境に直面しながらも，組織的
な防衛に一定程度成功したといえる．










本節では，2 節で整理した背景を受けて，1960 年代から 70 年代初頭にネー・ウィン将軍に
よるリーダーシップのもと，いかに行政機構が変化し，また，将来的な改革の構想がどのよう
に練られていたのかを検討する．
1950 年代末，ビルマ国軍が政治への介入を開始した．最初の政治介入は 1958 年 10 月の
ネー・ウィン国軍参謀総長を首班とする選挙管理内閣の成立である．しかし，与党反ファシス









ウィン将軍は 2 度目の政治介入を実行した．1962 年 3 月 2 日クーデタである．このクーデタ
は，かつてのような暫定的なものではなく，ネー・ウィン自ら大規模な国家再編を試みるもの
であった．ここでは，行政機構改革に焦点を絞って検討を行なう．
国軍は軍幹部 17 名からなる革命評議会を設置して，国家の全権を集中させた．同年 4 月 








の強固な基礎を建設せねばならない（第 15 条第 2 項）．




















 9) たとえば，イラワジ管区ピャーポン県はピャーポン，ボーガレー，チャイラッの 3 郡からなるが，3 郡の治安
行政委員会委員長はすべて大尉クラスの将校である［NAD 4/1(28) sà-1970: 11］．
図 1　国家行政計画指揮系統図









成となった．そして，それぞれに人民評議会（pyidù caunsi）が設置される（1974 年憲法第 
29 条）．人民評議会の権限は（a）経済社会的事象および行政，（b）裁判行政，（c）地域の治
安，防衛，法秩序の維持，（d）諸民族の団結と伝統文化の保護・促進，など 14 項目と極めて
広範囲にわたり（同第 132 条），議員は各管轄地域内の人民による投票で選出された（同第 
129 条）．選挙は人民議会と同様に 4 年に 1 度実施される（同第 131 条）．10) さらに，1974 年 
1 月 28 日に施行された「ビルマ社会主義連邦人民評議会法」によれば，各人民評議会は議長
団，執行委員会，裁判委員会によって構成され（同第 12 条第 1 項），さらに独立して行政活










中央省庁については，ネー・ウィン将軍が 1969 年 3 月に官房改革を指示し，それに従って





名であった．1969 年 6 月 12 日から 1971 年 7 月 26 日まで 32 回の会合で議論がなされたの
 10) 1985 年の第 4 期人民議会および各級人民評議会選挙では，1,700 万人余の有権者が，475 人の人民議会議員，




ち，1972 年 2 月に 27 冊の報告書が革命評議会に提出された．















れは，実質的な決定の場であった 32 回のビルマ連邦新行政体制調査会会合への出席者 31 名





約 1 年間の検討の末，行政機構改革の実質的な内容が決定し，革命評議会の議決を経て 





ポストでしかなかった［中西 2003: 336］．1972 年に副大臣ポストが全省に設けられ，同年末
までに 18 名が任命された．では，任命された副大臣はどういう人々だったのか．それを示し
たのが表 2 である．副大臣のうち，文民官僚出身者は計画・財務省副大臣のチッ・マウンだ







は 2 点あった．第 1 に，地方行政機構では，県が廃止され，管区・州，郡および村落区・町




ビルマ連邦行政体系（1971 年 2 月）




出所：［NAD 3/(22)à-72 12455: 83］図 20 を
若干修正．
ビルマ連邦行政体系（1984-1962）













によれば，1968 年 3 月 31 日時点で 5,077 人の将校が陸・海・空の 3 軍から編成される国軍
に所属していた．同時期に計画党および行政機構に出向中の将校はその約 2 割にあたる 909 
名に及んだ［DSMHRI CD-883(10): 1-2］．具体的にどの機関にどの程度の将校が出向してい
たかはわからない．てがかりとなるのは，1974 年の「民政移管」を控えて 1973 年 4 月に出
向中の将校が退役した際の辞令である．11) ミャンマー国軍博物館・歴史研究所に所蔵された
『軍辞令集』によれば，同年 4 月末に他機関へ出向中の将校 195 名の退役辞令が交付されてい
表 2　副大臣（1972 年 12 月時点）の主要な経歴
名　　前 担当省 主　要　な　経　歴 現・退将校
アウン・ミー 労働省 不明 不明
アウン・ペ 工業省 陸軍東部軍管区司令官 ○
エー・マウン 文化省 中央農民評議会副議長
チッ・キン 内務・宗教省 陸軍参謀本部情報局長 ○
チッ・マウン 計画・財務省 財務・国税省事務次官
フラ・フォン 外務省 陸軍ヤンゴン軍管区司令官 ○
フラ・ティン 閣僚評議会 不明 不明
ティン・チョー 建設省 陸軍→公共事業・建設省事務次官 ○
マウン・チョー 工業省 国防省軍需産業局副局長・工業省公社総裁 ○
ミャ・チョー 革命評議会 不明 ○
ニー・ニー 教育省 ヤンゴン大学教授→教育省
サン・ウィン 貿易省 陸軍→貿易省第 1 交易公社総裁 ○
タ・チョー 運輸・通信省 陸軍→運輸・通信省事務次官 ○
テイン・アウン 保健省 陸軍→保健省事務次官 ○
ティン・ウ 国防省 陸軍中央軍管区司令官 ○
トゥン・ティン 協同組合省 国防省訓練・計画局局長 ○
バン・クー 社会福祉省 陸軍東南軍管区副司令官 ○




るが，そのうち 162 名（83％）が計画党で勤務する将校であった［DSMHRI DR-8378］．
1974 年の「民政移管」以降，計画党への軍将校の出向は中央委員会レベルより下位の部










































1972 年から 1987 年まで（1975，76 年を除く）の軍からの出向者数とその出向先を整理した
ものである．資料で確認できたものだけでも，1,743 人の将校が各省とその関係機関（計画党
は含まれない）に出向していた．辞令集で確認できなかった年（1975，76 年）も含めれば，
15 年間で 2,000 人程度の出向将校がいたと推測できる．出向先が明らかな 1,730 人のうち，
794 人（45.6％）と最大の出向先となったのが人民評議会であった．その他の機関で出向先の
多数を占める第 1 工業省（主に工業省下の公社へ）の 166 人（9.6％），内務・宗教省（主に
人民警察）の 155 人（8.9％）と比較すれば，その数の多さは明白だろう．
選挙による人民評議会議員選出は軍内では出向として処理されていたが，公式制度上は 4 




行政機構へ出向者を送り込む装置として選挙は機能した．選挙直後である 1981 年 10 月から 















れ込む．そうした変化を示すのが表 5 である．1974 年から 1988 年までに就任した副大臣を
経歴パターンごとに区分している．以下の 2 点を指摘することができる．
 12) 本来であれば，第 2 期人民議会議員の任期は 1982 年までであるが，新 4 ヵ年計画が 82 年 4 月 1 日に開始さ





軍　階　級 大　佐 中　佐 少　佐 大　尉 中　尉 少　尉 不明 合計
人民評議会役職 陸 海 空 陸 海 空 陸 海 空 陸 海 空 陸 海 空 陸 海 空
州・管区レベル
人民評議会議長 2 5 1 8
人民評議会書記長 10 4 2 16
人民評議会執行部議員 20 1 1 22
裁判委員会委員長 9 9
裁判委員会委員 8 1 9
活動監察委員会委員長 3 4 1 8
活動監察委員会委員 7 1 8
郡区レベル
人民評議会議長 32 3 4 189 3 13 77 1 1 2 325
裁判委員会委員長 1 54 2 12 27 1 1 1 99
監察委員会委員長 32 6 22 1 1 1 63
人民評議会書記長 5 40 1 1 47
人民評議会議員 2 75 1 1 79
監察委員会委員 48 1 2 51
裁判委員会委員 1 35 1 37
人民評議会役職不明 1 1 11 13

























第 1 に，1988 年まで一貫して軍将校出身者が多いということである．約 14 年の間に任命

















いない．ビルマでは 4 年制の士官学校である国軍士官学校（Defence Services Academy）の設
置が 1955 年と遅く，それ以前に将校になった人々の多くは士官訓練学校（Offi cers Training 
表 6　副大臣（1974-1988）の学歴 単位：人
学　　歴 人　数 将　校
8 年生  5 5（100％）
9 年生  4 4（100％）
10 年生 34 32（ 94％）
大学教養課程  7 7（100％）
教員養成学校卒業  1 1（100％）
ディプロマ  2 2（100％）
文系学士  7 3（ 43％）
理系学士  7 4（ 57％）
文系修士  3 0（  0％）
海外 Ph.D  6 0（  0％）
MBBS  2 1（ 50％）
不明 14
合　　計 92 59
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